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議第 10 号 

令和８年度焼津市水道事業会計予算（案）  

 

   (総則) 

第１条 令和８年度焼津市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

   (業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給 水 戸 数                61,400戸 

(2) 年 間 総 給 水 量                          19,071,000㎥ 

(3) １ 日 平 均 給 水 量                            52,249㎥ 

(4) 主要な建設改良事業            

  ア 配水管布設工事                  1,621,008千円 

  イ 導水管布設工事           14,091千円 

  ウ 配水施設工事        63,595千円 

  エ 水源施設工事         70,999千円 

 

   (収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収  入 

 第１款 水 道 事 業 収 益                        2,581,704千円 

  第１項 営 業 収 益               2,446,493千円 

  第２項 営 業 外 収 益                135,211千円 

支  出 

 第１款 水 道 事 業 費 用                        2,331,978千円 

  第１項 営 業 費 用               2,201,425千円 

  第２項 営 業 外 費 用                120,553千円 

  第３項 予 備 費                10,000千円 
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   (資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対して不足する額 1,020,452 千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

133,846千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 112,446千円、当年度分損益

勘定留保資金 694,995千円及び建設改良積立金 79,165千円で補塡するものとする）。 

 

収  入 

 第１款 資 本 的 収 入                1,275,276千円 

  第１項 企 業 債               1,189,600千円 

第２項 出 資 金                 50,000千円 

  第３項 工 事 負 担 金                 34,947千円 

  第４項 他 会 計 補 助 金                  729千円 

 

支  出 

 第１款 資 本 的 支 出                2,295,728千円 

  第１項 建 設 改 良 費               1,940,552千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金                355,176千円 

 

(債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項､期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事  項 期   間 限 度 額 

水道料金等検針収納業務ほか 

包括委託 
令和８年度から令和 13年度まで 665,731千円  

ＮＡ１-１バイパス沿大覚寺西線ほか 

配水管更新工事 
令和９年度 315,701千円 

市道 0219 号線ほか配水管更新工事 

（第３工区） 
令和９年度 187,206千円 

ＮＡ４-１東益津学校脇線ほか基幹 

管路更新工事（第 11 工区） 
令和９年度 444,640千円 

中新田３号水源更新工事（電気設備） 令和８年度から令和９年度まで 57,200千円 

祢宜島配水場中央監視制御装置更新

工事 
令和８年度から令和 10年度まで 726,000千円 

祢宜島配水場中央監視制御装置更新

工事監理業務委託 
令和８年度から令和 10年度まで 13,530千円 
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 (企業債)  

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

老朽管更新

工事 

  

千円 

1,130,400 

借入先 

 政府 

 地方公共団体金融機構 

 その他 

借入方法 

 証書借入 

借入時期 

 令和８年度。ただし、翌

年度へ繰越して借り入れ

ることができる。 

政府及び地方公共

団体金融機構資金

は指定利率、その他

は 6.0%以内。ただ

し、利率見直し方式

で借り入れる資金

について、利率見直

しを行った後にお

いては、当該見直し

後の利率とする。 

借入先の融資

条件に従う。

ただし、企業

財政その他の

都合により据

え置き期間を

短縮若しくは

繰上償還又は

低利債に借換

えすることが

できる。 

施設更新工

事 

千円 

59,200 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

営業費用と営業外費用との間 

 

  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

職員給与費          289,169千円 

 

  (他会計からの補助金) 

第 10条 地震・津波対策事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、866

千円である。 

 

  (他会計からの出資金) 

第 11 条 水道管路の耐震化事業に充てるため、一般会計からこの会計へ出資を受ける金額は、

50,000千円である。 
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   (たな卸資産購入限度額) 

第12条 たな卸資産の購入限度額は、38,188千円と定める。 

 

 

 

令和８年２月 16 日提出 

                   焼 津 市 長  中 野 弘 道 
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(1) 収益的収入及び支出

（収  入） (単位：千円)

款 項 目 予　定　額

2,581,704

営 業 収 益 2,446,493

給 水 収 益 2,418,900

受託 工 事 収益 24,585

3,008

営 業 外 収 益 135,211

受 取 利 息 及 び
配 当 金 128

他会 計 負 担金 9,970

他会 計 補 助金 137

103,525

雑 収 益 14,451

消費税及び地方消
費 税 還 付 金 7,000

（支  出） (単位：千円)

款 項 目 予　定　額

2,331,978

営 業 費 用 2,201,425

911,115

225,462

受 託 工 事 費 26,349

総 係 費 240,372

減 価 償 却 費 781,327

資 産 減 耗 費 16,780

20

営 業 外 費 用 120,553

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 119,781

雑 支 出 771

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 1

予 備 費 10,000

予 備 費 10,000

令和８年度焼津市水道事業会計予算実施計画

備　　　考

備　　　考

事業運営総括的費用

水道料金

受託による修繕工事収入

受託による修繕工事費

配水場維持管理費及び受水費

大口定期預金利息

下水道課水道庁舎使用料ほか

手数料ほか

固定資産除却費、たな卸資産減耗費

材料売却原価

配水給水施設の維持管理費

固定資産減価償却費

下水道使用料徴収事務委託料ほか

地震・津波対策事業に係る補助

長期前受金戻入

消費税及び地方消費税還付金

予備費

企業債の支払利息

消費税及び地方消費税納付額

雑支出

水道事業収益

水道事業費用

その他営業収益

長期前受金戻入

原水及び浄水費

配水及び給水費

その他営業費用
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(2) 資本的収入及び支出

（収  入） (単位：千円)

款 項 目 予　定　額

資 本 的 収 入 1,275,276

企 業 債 1,189,600

企 業 債 1,189,600

出 資 金 50,000

出 資 金 50,000

工 事 負 担 金 34,947

工 事 負 担 金 34,947

729

他会 計 補 助金 729

（支  出） (単位：千円)

款 項 目 予　定　額

資 本 的 支 出 2,295,728

建 設 改 良 費 1,940,552

事 務 費 163,806

工 事 費 1,769,693

7,053

355,176

企業 債 償 還金 355,176

133,846 千円

112,446 千円

694,995 千円

79,165 千円

企業債

建 設 改 良 積 立 金

工事負担金

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額1,020,452千円は、次によるもので補塡する。

建設改良工事の事務費

企業債の元金償還金

配水管布設工事費ほか

固定資産購入費

備　　　考

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

地震・津波対策事業に係る補助

備　　　考

一般会計からの繰入金

固定資産購入費

企業債償還金

他会計補助金
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(単位：千円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 124,619

減価償却費 781,327

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 8,796

賞与等引当金の増減額（△は減少） 1,330

貸倒引当金の増減額（△は減少） 88

長期前受金戻入額 △ 103,525

受取利息及び配当金 △ 128

支払利息 119,781

固定資産除却損 16,780

上記のうち現金支出のあったもの 0

未収金の増減額（△は増加） 36,592

未払金の増減額（△は減少） 3,881

たな卸資産（貯蔵品）の増減額（△は増加） △ 1,841

小計 970,108

利息及び配当金の受取額 128

利息の支払額 △ 119,781

業務活動によるキャッシュ・フロー 850,455

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,092,609

工事負担金収入 31,777

出資金 50,000

国庫（県）補助金 84,613

他会計補助金 663

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,925,556

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,440,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 355,176

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,084,824

資金増減額（△は減少） 9,723

資金期首残高 1,713,176

資金期末残高 1,722,899

令和８年度焼津市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）
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１．特別職 (単位：千円)

２．一般職

（１）総括 (単位：千円)

　手当の内訳 (単位：千円)

計

本年度 その他の特別職 11 155 0 0 155

給　与　費　明　細　書

区 分 職員数 給　与　費
法定福利費 合　計

（人） 報酬 給料 手当

0 155

前年度 その他の特別職 11 325 0 0 325 0 325

比　較 0 △ 170 0 0 △ 170 0 △ 170

区 分 職員数 給　与　費
法定福利費 合　計

（人） 報酬 給料 手当 計

45,432 289,014

前年度 32 0 135,476 94,567 230,043 42,509 272,552

本年度 32 0 140,804 102,778 243,582

2,923 16,462

区 分
管理職
手当

地域手当 住居手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

比　較 0 0 5,328 8,211 13,539

休日勤務
手当

本年度 2,168 5,843 3,023 3,054 3,465 169 16,432 0

169 15,208 0

比　較 0 1,688 1,008 468 232 0

前年度 2,168 4,155 2,015 2,586 3,233

1,224 0

区 分
夜間勤務

手当
宿日直
手当

期末勤勉
手当

退職
給付費

児童手当

本年度 0 0 60,744 5,960 1,920

比　較 0 0 3,384 △ 753 960

前年度 0 0 57,360 6,713 960
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　ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

　手当の内訳 (単位：千円)

　イ　会計年度任用職員 (単位：千円)

　手当の内訳 (単位：千円)

区 分 職員数 給　与　費
法定福利費 合　計

（人） 報酬 給料 手当 計

41,964 269,390

3,468 19,624

本年度 32 0 140,804 102,778 243,582

比　較 1 0 7,133 9,023 16,156

前年度 31 0 133,671 93,755 227,426

45,432 289,014

休日勤務
手当

本年度 2,168 5,843 3,023 3,054 3,465 169 16,432 0

区 分
管理職
手当

地域手当 住居手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

169 15,185 0

比　較 0 1,688 1,008 468 336 0

前年度 2,168 4,155 2,015 2,586 3,129

1,247 0

区 分
夜間勤務

手当
宿日直
手当

期末勤勉
手当

退職
給付費

児童手当

本年度 0 0 60,744 5,960 1,920

比　較 0 0 4,069 △ 753 960

前年度 0 0 56,675 6,713 960

区 分 職員数 給　与　費
法定福利費 合　計

（人） 報酬 給料 手当 計

545 3,162

△ 545 △ 3,162

本年度 0 0 0 0 0

比　較 △ 1 0 △ 1,805 △ 812 △ 2,617

前年度 1 0 1,805 812 2,617

0 0

休日勤務
手当

本年度 0 0 0 0 0 0 0 0

区 分
管理職
手当

地域手当 住居手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

0 23 0

比　較 0 0 0 0 △ 104 0

前年度 0 0 0 0 104

△ 23 0

区 分
夜間勤務

手当
宿日直
手当

期末勤勉
手当

退職
給付費

児童手当

本年度 0 0 0 0 0

比　較 0 0 △ 685 0 0

前年度 0 0 685 0 0
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（２）給料及び手当の増減額の明細 (単位：千円)

給与改定に伴う増減分

人

人

人

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

（３）給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　ア　職員１人当りの給与（月額） 　イ　初任給（令和８年１月１日現在）

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

1,812 職員の新陳代謝に伴う増額分 職員数の異動状況

本年度 32
給料 5,328

2,729 給料表の改定による

昇給に伴う増減分 787 平均昇給率 0.8％

その他の増減分

前年度 32

増減数 0

手当 8,211

4,233 期末勤勉手当の支給月数の改定

3,978 時間外手当 1,224

扶養手当ほか 786

住居手当 1,008

児童手当 960

399,083 高校卒 213,100

平均年齢（歳） 46.28 大学卒 237,600

(単位：円)

区 分 一般行政職
(単位：円)

区 分 一般行政職

令和8.1.1現在

平均給料 343,055

平均給与

平均年齢（歳） 45.76

令和7.1.1現在

平均給料 333,297 一般会計
の制度

高校卒 213,100

平均給与 389,880 大学卒 237,600

2,660

1,573

地域手当の支給率の改定
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　ウ　級別職員数

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

計 計

　（級別の基準となる職務）

　エ　昇給

級

一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

区 分 級

一般行政職

区 分

3.5

3 10.3 5 17.2

2 7.0

令和7.1.1現在

1

5 17.2 6.9

3 10.3 4 13.8

34.5 9 31.0

2 7.0 2 6.9

3 10.3 5 17.2

課長及び
参事の職
務

部長及び
次長の職
務

区 分 一般行政職

29 100.0 29 100.0

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

令和8.1.1現在

2

７級 ８級

1 3.4 1 3.5

10

４号給 （人） 23

比率　Ｂ／Ａ （％） 91

事務員及
び技術員
の職務

主事及び
技師の職
務

主任、主
任主事及
び主任技
師の職務

主査の職
務

係長及び
主任主査
の職務

統括主幹
及び主幹
の職務

8

４号給 （人） 21

６号給 （人） 0

本年度

Ａ職員数 （人） 32

Ｂ昇給に係る職員数 （人） 29

号給数別内訳
６号給 （人） 0

８号給 （人） 0

２号給 （人） 6

前年度

Ａ職員数 （人） 31

Ｂ昇給に係る職員数 （人） 29

８号給 （人） 0

比率　Ｂ／Ａ （％） 94

号給数別内訳

２号給 （人）
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　オ　期末手当・勤勉手当

（注）（　）は、再任用職員の標準的な支給率

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　キ　特殊勤務手当 　ク　その他の手当

24.586875

区 分
支給期別支給率（月分） 支給率計

（月分）
職制上の段階、

職務の級等による加算措置６月 １２月

差異の
内容

47.709 47.709

有

前年度
(1.200)
2.300

(1.200)
2.300

(2.400)
4.600

有

一般会計の制度
(1.225)
2.325

(1.225)
2.325

(2.450)
4.650

有

本年度
(1.225)
2.325

(1.225)
2.325

(2.450)
4.650

区 分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

一般会計の制度
（支給率等）

代表的な特殊勤務手当の名称
滅菌手当
道路上作業手当

通勤手当 同じ

支給対象職員の比率 （％）
48.3

地域手当 同じ

（令和8.1.1現在） 住居手当 同じ

33.27075

給料総額に対する比率 （％） 0.07 扶養手当 同じ

早期退職募集制度　3～45％

その他の加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 早期退職募集制度　3～45％

区 分 一般行政職 区 分
一般会計の制度

との異同
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債 務負担 行為に 関する 調 書 
 

(1) 当年度に係る分                               (単位：千円) 

事   項 限度額 

前年度末までの支

払義務発生（見込）

額 

当該年度以降の支払義務

発 生 予 定 額 
左 の 財 源 内 訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 
水道事業  

収   益 
企 業 債 

損益勘定  

留保資金等 

水道料金等検針収

納業務ほか包括委

託 

665,731 － － 

令和８年度 

から 

令和13年度 

まで 

665,731 665,731 ０ ０ 

ＮＡ１-１バイパス

沿大覚寺西線ほか

配水管更新工事 

315,701 － － 令和９年度 315,701 ０ 315,700 １ 

市道0219号線ほか

配水管更新工事（第

３工区） 

187,206 － － 令和９年度 187,206 ０ 187,200 ６ 

ＮＡ４-１東益津学

校脇線ほか基幹管

路更新工事（第11工

区） 

444,640 － － 令和９年度 444,640 ０ 444,600 40 

中新田３号水源更

新工事（電気設備） 
57,200 － － 

令和８年度 

から 

令和９年度 

まで 

57,200 ０ 57,200 ０ 

祢宜島配水場中央

監視制御装置更新

工事 

726,000 － － 

令和８年度 

から 

令和10年度 

まで 

726,000 ０ 726,000 ０ 

祢宜島配水場中央

監視制御装置更新

工事監理業務委託 

13,530 - - 

令和８年度 

から 

令和10年度 

まで 

13,530 ０ 13,500 30 
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(2) 過年度議決に係る分                             (単位：千円) 

事   項 限 度 額 

前年度末までの支払

義務発生（見込）額 
当該年度以降の支払

義 務 発 生 予 定 額 
左 の 財 源 内 訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 
水道事業  

収   益 
企 業 債 

損益勘定  

留保資金等 

水道料金等検針収納業

務 
400,000 

令和３年度 
から 

令和７年度 
まで 

258,192 令和８年度 64,548 64,548 ０ ０ 

配水場運転管理業務 873,000 

令和５年度 
から 

令和７年度 
まで 

347,882 

令 和 8年 度 

から 

令和10年度 
まで 

522,912 522,912 ０ ０ 

焼津神社東側線ほか配

水管更新工事 
45,500 － － 令和８年度 45,500 ０ 45,500 ０ 

市道0219号線ほか配水

管更新工事（第２工区） 
117,000 － － 令和８年度 117,000 ０ 117,000 ０ 

市道1160号線配水管更

新工事 
45,000 － － 令和８年度 45,000 ０ 45,000 ０ 

大覚寺小土境線ほか配

水管更新工事 
202,000 － － 令和８年度 202,000 ０ 202,000 ０ 

ＮＡ４-１中新田東名

添東一号線ほか基幹管

路更新工事（第２工区） 

377,000 － － 令和８年度 377,000 ０ 377,000 ０ 

ＮＡ４-１柳新屋東名

添西線ほか基幹管路更

新工事（第５工区） 

122,000 － － 令和８年度 122,000 ０ 122,000 ０ 

ＮＡ４-１県道焼津藤

枝線ほか基幹管路更新

工事（第10工区） 

335,000 － － 令和８年度 335,000 ０ 335,000 ０ 

中新田３号水源更新工

事 
27,940 － － 令和８年度 27,940 ０ 27,900 40 

祢宜島１号水源電気設

備工事 
8,224 － － 令和８年度 8,224 ０ 8,200 24 
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(当年度分)

(単位：千円)

1

(1)

ア 898,908

イ 1,544,825

△ 630,549 914,276

ウ 503,113

△ 86,646 416,467

エ 40,628,552

△ 18,963,184 21,665,368

オ 3,858,873

△ 3,061,665 797,208

カ 30,135

△ 26,328 3,807

キ 113,932

△ 95,319 18,613

ク 382,890

25,097,537

(2)

ア 5,200

イ 6,622

11,822

25,109,359

2

(1) 1,722,899

(2) 160,885

△ 1,321 159,564

(3) 30,365

(4) その他流動資産 100

1,912,928

27,022,287

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

そ の 他 無 形
固 定 資 産

減価償却累計額

令 和 ８ 年 度 焼 津 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ９ 年 ３ 月 31 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減価償却累計額

建 物 附 属 設 備

減価償却累計額

構 築 物
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3

(1)

ア 8,211,685

8,211,685

(2)

ア 98,110

98,110

8,309,795

4

(1)

ア 383,957

383,957

(2) 331,018

(3)

ア 24,408

24,408

(4) その他流動負債

ア 6,184

イ 100 6,284

745,667

5

(1)

ア 1,500

イ 285,944

ウ 7,849

エ 16,572

オ 6,382,675

カ 491,422 7,185,962

(2) 長期前受金収益化累計額

ア △ 1,482

イ △ 64,732

ウ △ 7,457

エ △ 12,427

オ △ 4,505,095

カ △ 207,811 △ 4,799,004

2,386,958

11,442,420

引 当 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 入 金

預 り 金

預 り 有 価 証 券

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 入 金

国庫(県)補助金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

受贈財産評価額

国庫(県)補助金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

受贈財産評価額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6 14,071,475

7

(1)

ア 499,115

イ 805,494

ウ 当年度未処分利益剰余金

(ｱ) 124,619

(ｲ) 79,164

当年度未処分利益剰余金合計 203,783

1,508,392

1,508,392

15,579,867

27,022,287

減 債 積 立 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

建設改良積立金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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【令和８年度注記表】 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品 移動平均法による原価法 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法（水道事業の取替資産については取替法による。） 

   ・主な耐用年数 

 建物   15～50年 

 構築物   10～60年 

 機械及び装置  10～15年 

    車両運搬具  ４～５年 

 器具及び備品  ３～15年 

 （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数 

    ソフトウェア       ５年 

 ３ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額

を計上している。なお「水道企業職員の退職手当に係る取扱い」に基づき、水道事業会計が負

担すると見込まれる額を計上している。 

 （２）賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払に備えるため、当年度末に

おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 （３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上してい

る。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 引当金の取崩し 

（１）退職給付引当金の取崩し 

    令和８年度において、水道事業会計が負担する退職手当として、退職給付引当金 14,756千円

を取り崩す。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

    令和８年度において、期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払として、賞
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与等引当金 22,802千円を取り崩す。 

 （３）貸倒引当金の取崩し 

令和８年度において、未収給水収益の不納欠損処理として貸倒引当金 1,206千円を取り崩す。 

 

Ⅲ．減損損失 

 １ グルーピングの方法 

   水道事業会計において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで全ての資

産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、一つのグループとした。ただし、

遊休資産については、他の資産から概ね独立したキャッシュ・フローを生み出しているため、別

区分とした。 

２ 減損損失の兆候について 

   当年度において、以下の資産について減損の兆候を認識した。 

区分 資産の種類 所 在 地 

遊休資産 土  地 

駅北 3丁目 17-11(牛田資材置場跡地) 

下小杉 696 (下小杉水源場) 

一色 1044 (一色水道用地) 

上小杉 1314-7 (上小杉水源跡地) 

  ３ 減損損失の認識及び測定について 

上記については、回収可能価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失を認識しない。 

   なお、回収可能価額の算定方法は、正味売却可能価額等により測定しており、固定資産評価額

を参考としている。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 
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(前年度分)

(単位：千円)

1

(1) 1,804,000

(2) 18,317

(3) 3,257 1,825,574

2

(1) 763,676

(2) 192,114

(3) 17,449

(4) 233,239

(5) 756,812

(6) 20,669

(7) 20 1,983,979

158,405

3

(1) 2,301

(2) 10,514

(3) 117,088

(4) 106,496

(5) 12,801 249,200

4

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 79,130

(2) 1,459 80,589 168,611

10,206

5

(1) 10,000 10,000 10,000

206

その他未処分利益剰余金変動額 425,074

当年度未処分利益剰余金 425,280

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

資 産 減 耗 費

その他営業費用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

減 価 償 却 費

令 和 ７ 年 度 焼 津 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

営 業 費 用

原水及び浄水費

配水及び給水費

受 託 工 事 費

総 係 費
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(前年度分)

(単位：千円)

1

(1)

ア 898,908

イ 1,546,550

△ 605,041 941,509

ウ 468,934

△ 60,384 408,550

エ 37,666,636

△ 18,307,391 19,359,245

オ 3,797,505

△ 2,996,048 801,457

カ 30,135

△ 25,537 4,598

キ 111,810

△ 90,246 21,564

ク 1,364,396

23,800,227

(2)

ア 5,200

イ 8,904

14,104

23,814,331

2

(1) 1,713,176

(2) 197,477

△ 1,233 196,244

(3) 28,774

(4) その他流動資産 100

1,938,294

25,752,625

減価償却累計額

令 和 ７ 年 度 焼 津 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減価償却累計額

建 物 附 属 設 備

減価償却累計額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

そ の 他 無 形
固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品
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3

(1)

ア 7,155,642

7,155,642

(2)

ア 106,906

106,906

7,262,548

4

(1)

ア 355,176

355,176

(2) 327,137

(3)

ア 22,802

22,802

(4) その他流動負債

ア 6,184

イ 100 6,284

711,399

5

(1)

ア 1,500

イ 201,331

ウ 7,849

エ 15,909

オ 6,350,898

カ 491,422 7,068,909

(2) 長期前受金収益化累計額

ア △ 1,482

イ △ 61,606

ウ △ 7,457

エ △ 12,040

オ △ 4,414,302

カ △ 198,593 △ 4,695,480

2,373,429

10,347,376

引 当 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

預 り 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

国庫(県)補助金

預 り 有 価 証 券

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 入 金

国庫(県)補助金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

受贈財産評価額

繰 入 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

受贈財産評価額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6 13,596,401

7

(1)

ア 499,115

イ 884,453

ウ 当年度未処分利益剰余金

(ｱ) 206

(ｲ) 425,074

当年度未処分利益剰余金合計 425,280

1,808,848

1,808,848

15,405,249

25,752,625

建設改良積立金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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【令和７年度注記表】 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品 移動平均法による原価法 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法（水道事業の取替資産については取替法による。） 

   ・主な耐用年数 

 建物   15～50年 

 構築物   10～60年 

 機械及び装置  10～15年 

    車両運搬具  ４～５年 

 器具及び備品  ３～15年 

（２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法 

   ・主な耐用年数 

    ソフトウェア       ５年 

 ３ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額

を計上している。なお「水道企業職員の退職手当に係る取扱い」に基づき、水道事業会計が負

担すると見込まれる額を計上している。 

 （２）賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払に備えるため、当年度末に

おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 （３）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上してい

る。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 引当金の取崩し 

 （１）賞与等引当金の取崩し 

    令和７年度において、期末手当、勤勉手当の支給及びそれらの法定福利費の支払として、賞

与等引当金 20,855千円を取り崩す。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

令和７年度において、未収給水収益の不納欠損処理として、貸倒引当金 1,539千円を取り崩

す。 

 

Ⅲ．減損損失 

 １ グルーピングの方法 

   水道事業会計において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで全ての資

産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、一つのグループとした。ただし、

遊休資産については、他の資産から概ね独立したキャッシュ・フローを生み出しているため、別

区分とした。 

２ 減損損失の兆候について 

   当年度において、以下の資産について減損の兆候を認識した。 

区分 資産の種類 所 在 地 

遊休資産 土  地 

駅北 3丁目 17-11(牛田資材置場跡地) 

下小杉 696 (下小杉水源場) 

一色 1044 (一色水道用地) 

上小杉 1314-7 (上小杉水源跡地) 

  ３ 減損損失の認識及び測定について 

上記については、回収可能価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失を認識しない。 

   なお、回収可能価額の算定方法は、正味売却可能価額等により測定しており、固定資産評価額

を参考としている。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 
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(参考資料)

(1) 収益的収入及び支出

（収  入） (単位：千円)

款 項 目 節 予 定 額

 水道事業収益 2,581,704

 営業収益 2,446,493

給 水 収 益 2,418,900

水 道 料 金 2,418,900

24,585

24,585

3,008

24

手 数 料 2,940

雑 収 益 44

 営業外収益 135,211

128

預 金 利 息 128

9,970

9,970

137

137

長期前受金戻入 103,525

103,525

雑 収 益 14,451

14,451

7,000

消費税及び地方消
費 税 還 付 金 7,000

長期前受金戻入

消費税及び地方消費税還付金

材料売却収益

修繕工事収入

他会計負担金

他会計補助金

その他雑収益

水道料金

受託による修繕工事収入

他会計負担金

材料売却収入

コピー料金

給水装置工事設計審査手数料ほか

付　　　　　記

消費税及び地方消費税還付金

下水道使用料徴収事務委託料ほか

地震・津波対策事業に係る補助

受託工事収益

その他営業収益

他会計補助金

令和８年度焼津市水道事業会計予算内訳書

受取利息及び配当金

大口定期預金利息

長期前受金戻入

下水道課水道庁舎使用料ほか
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（支  出） (単位：千円)

款 項 目 節 予 定 額

 水道事業費用 2,331,978

 営業費用 2,201,425

911,115

給 料 22,511

手 当 9,693

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額 3,892

法 定 福 利 費 6,579

備 消 品 費 244

燃 料 費 488

光 熱 水 費 660

通 信 運 搬 費 3,068

配水場運転管理業務 174,304

保守点検業務 22,308

水質検査業務 12,038

企画・計画関連業務 6,000

電気保安業務 2,983

手 数 料 249

賃 借 料 781

修 繕 費 101,650

動 力 費 138,681

薬 品 費 8

受 水 費 404,978

225,462

給 料 26,423

手 当 16,826

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額 4,563

法 定 福 利 費 7,882

備 消 品 費 10,349

賞与等引当金繰入額

共済組合負担金ほか

配水場及び水源等修繕費

残留塩素測定試薬

専用回線使用料

水源電灯等電気料金

施設管理用機器賃借料

自家発電機用燃料費

共済組合負担金ほか

賞与等引当金繰入額

保菌検査手数料ほか

職員諸手当

配水場及び水源等動力費

大井川広域水道受水費

配水及び給水費

委 託 料

工具器具類ほか

原水及び浄水費

一般職給

217,633

一般職給

工具器具類ほか

付　　　　　記

職員諸手当
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款 項 目 節 予 定 額

量水器取替業務 23,775

企画・計画関連業務 21,384

給配水管漏水調査業務 11,957

電算機器保守業務 5,106

休日修繕当番業務 2,342

ストレーナー清掃業務 2,086

給水台帳整備業務 1,188

電算処理業務ほか 3,950

手 数 料 110

賃 借 料 112

修 繕 費 68,865

路 面 復 旧 費 17,244

材 料 費 1,300

26,349

修 繕 費 26,349

総 係 費 240,372

給 料 49,625

手 当 24,735

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額 8,689

報 酬 155 委員報酬

法 定 福 利 費 15,512

旅 費 532

退 職 給 付 費 5,960

被 服 費 124

備 消 品 費 1,323

燃 料 費 581

光 熱 水 費 2,278

印 刷 製 本 費 608

通 信 運 搬 費 16,493

共済組合負担金ほか

郵便料金、電話料金ほか

広報用印刷物印刷製本費ほか

公用車燃料費ほか

事務用消耗品ほか

配水管修繕工事用材料費

電気、水道料金

受託による修繕工事費

一般職給

付　　　　　記

賞与等引当金繰入額

職員作業服ほか

普通旅費

退職給付引当金繰入額

配水管埋設用地賃借料ほか

職員諸手当

災害復旧手数料

71,788

舗装復旧費

委 託 料

給配水管修繕費ほか

受託工事費
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款 項 目 節 予 定 額

検針収納業務 72,168

清掃業務 3,033

保守点検業務 2,824

電算処理ほか 11,830

手 数 料 8,142

賃 借 料 2,816

修 繕 費 2,590

研 修 費 709

公 課 費 70

会 費 負 担 金 530

負 担 金 5,224

保 険 料 2,492

貸 倒 引 当 金
繰 入 額 1,294

雑 費 35

781,327

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 779,045

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 2,282

16,780

固 定 資 産
除 却 費 16,530

た な 卸 資 産
減 耗 費 250

20

20

 営業外費用 120,553

119,781

企 業 債 利 息 119,281

借 入 金 利 息 500

雑 支 出 771

771

1

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 1

 予備費 10,000

予 備 費 10,000

予 備 費 10,000

電子計算機処理負担金ほか

消費税及び地方消費税納付額

固定資産除却費

その他営業費用

たな卸資産減耗費

無形固定資産減価償却費

一時借入金利息

委 託 料 89,855

自動車保険料ほか

不用材料処分費ほか

有形固定資産減価償却費

貸倒引当金繰入額

テレビ受信料

付　　　　　記

消費税及び地方消費税

自動車重量税

日本水道協会会費ほか

水道料金口座振替手数料ほか

会計システム使用料ほか

企業債の支払利息

公用車車検費、庁舎等修繕費ほか

職員研修費

材料売却原価

減価償却費

資産減耗費

材料売却原価

その他雑支出

支払利息及び企業債取扱諸費

予備費
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(2) 資本的収入及び支出

（収  入） (単位：千円)

款 項 目 節 予 定 額

 資本的収入 1,275,276

 企業債 1,189,600

企 業 債 1,189,600

建 設 改 良 等
企 業 債 1,189,600

出資金 50,000

出 資 金 50,000

他 会 計 出 資 金 50,000

 工事負担金 34,947

34,947

工 事 負 担 金 34,947

 他会計補助金 729

729

729

付　　　　　記

企業債

配水管布設工事負担金

工事負担金

一般会計からの繰入金

他会計補助金

他会計補助金 地震・津波対策事業に係る補助
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（支  出） (単位：千円)

款 項 目 節 予 定 額

 資本的支出 2,295,728

 建設改良費 1,940,552

事 務 費 163,806

給 料 42,245

手 当 31,237

法 定 福 利 費 12,642

旅 費 115 普通旅費

備 消 品 費 238

印 刷 製 本 費 247

52,810

工事等に係る調査業務 12,721

賃 借 料 1

補 償 金 11,550

工 事 費 1,769,693

配水管布設工事

導水管布設工事 14,091

配水施設工事 63,595

水源施設工事 70,999

7,053

7,053

355,176

355,176

355,176

千円

千円

千円

千円建 設 改 良 積 立 金

駐車場使用料

設計用印刷製本費

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

 企業債償還金

量水器取付費ほか

企業債償還金

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 133,846

1,621,008

企業債の元金償還金

65,531委 託 料

工事に伴う物件移転補償費

一般職給

コンピューター用消耗品ほか

職員諸手当

配水管布設工事等設計業務

共済組合負担金ほか

付　　　　　記

企業債償還金

固定資産購入費

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額1,020,452千円は、次によるもので補塡する。

工事請負費 1,769,693

固定資産購入費

112,446

694,995

79,165
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